


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　も　　 　 　　 　　　　　　？　　　　　　　　　　　“環境，安全，教育，地域参加の得点が全国平均を下回っている（図表10参照）。家計や雇用は地域の経済
活動水準と密接な関係を持っていることは改めて指摘する．までもないが，これらの領域ゐ得点が高い
　　　　ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　をt
ことは，このブロックの生産力の高さを反映したものであるといっても差し支えないであろう。しか
し，個別指標を検討してみると，地方中核地域のブロックの場合と同様に，共通点よりもむしろ相違点
の方を多く指摘できる。第1に，各年次において茨城，栃木，群馬の健康の指標が常に全国平均を下回
っているために，プロック全体の平均を低くしている。第2に，居住環境を構成する系列の個別指標の
うち，スポーツ施設数の系列を除く6系列の指標項目の充足度はブロック内のどの地域でも低く，社会
資本や生活関連サービスの整備がこのブロックに含まれる地域の課題であることを示唆している。第
3に，安全の領域にっいても居住環境と同様のことが指摘できるのであり，滋賀と奈良以外は各県と
も安全に関する5系列の全てにおいて全国平均もしくはそれを下回る充足度となっている。第4に，
家計の領域で各地域の充足度が全国平均以上の項目は個人預金残高と物価の二っであり，フローの指
標である家計実収入ならびに消費支出に関しては，高所得県と低所得県で両極分化がみられる。第5
に，家庭生活の領域では和歌山，山口の2県が5系列の個別指標のいずれにおいても充足度が低いの
に対して，他の県は比較的良好な状態にある。第6は，教育の領域に関して茨城，栃木，群馬の充足
度が低く，他の県はいずれも全国平均を上回る充足度を示しているが，このブロックの全ての地域に
共通する点は図書館数が少ないことである。最後に，地域参加の領域では愛媛だけが得点が高く，残
りの9県はこの領域の個別指標の全てにおいて全国平均を下回っている。このことから，工業拠点地
域においても前記の三つのブロックと同様に地域社会に対する帰属意識が稀薄であると推測できる。
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図表10工業拠点地域・地方工業地域・地方縁辺地域の福祉領域別得点の推移（ブロック平均）
　　　　　　　　　　　　　〈ブロック4：工業拠点地域〉
　　　健住居安家家雇教地　　　　　　　　　　　住　　　　　　　　　　　　庭　　　　　　　　　　　　域　　　　　　　　　　　環　　　　　　　　　　　　生　　　　　　　　　　　　参　　　康宅境全計活用育加　140
　130
　120
　110
　100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国平均
　　90
　　80
　　70
　　60
　　　　♂@　／　 ’
^’　　　　！
??，〉????
，’，”
　　60年
?????
、嚇、、
@　　鴨
??
7、
層こミ、　　　・
　　　ノ?????
55年
　　　　、
S5年
・
｝一層一
」
??
???…………????
??
40
R0
Q0
P0
O0
X0
W0
V0
U0
??
??
??
??
1
?
料
?，（
??
??????域地???肛???妨???σ????? ?? ????
讐二＝訣
50年
黶ﾛ 　　60年
秩@　　、、　．
　　55年
Eニロー
　　　’@　／ノ?????
一■■哩号r’ ．ヒ．
45年
?? ????
??????域地???縁
?
地????6?ツ????ブ? ??????
60年 45年
’　虚 　　一一
55年
　　“
???
，
? ?
、 　●　噛　．
A、 ?????、??
　　　7・
? ∠
図表4～図表7から作成。
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〔地方工業地域〕図表10から明らかなように，山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，
岐阜，愛媛，大分の11県からなる地方工業地域のブロックの特微は，健康を除く八つの領域の得点が
全国平均を上回っていることである。したがってこのブロックに含まれる地域は福祉水準が最も高い
地域であるといえる。しかしこのブロックの全ての地域の福祉水準が高いわけではなく，また健康以
外の領域においても充足度の低い項目を見いだすことができる。すなわちこのブロックの地域のうち
愛媛と大分は各領域での得点が低く，その得点パターンは次に述べる地方縁辺地域の得点パターンに
類似している。また，個別指標については水洗トイレ普及率，下水道普及率，大型小売店数，不慮の
事故死，消費支出，労働時間，大学数などの項目で充足度が全国平均を下回っており，生活環境の整
備に課題を多く残していることが指摘できる。各年次における福祉領域別得点を比較検討すると，家
計領域の得点が昭和45年の時点では全国平均を下回っていたにもかかわらず，50年以降は全国平均を
上回る水準で推移していることが注目される。このことは，高度成長期においてはこのブロックの工
業生産の水準がまだ相対的に不充分であったが，第1次オイルショックを契機とするその後の低成長
時代にあってもこのブロックの工業化が着実に進展してきたことに起因すると考えてよいであろう。
〔地方縁辺地域〕地方縁辺地域として分類した青森，岩手，秋田，鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，
長崎，熊本，宮崎，鹿児島，沖縄の13県の福祉領域別得点のブロック平均は居住環境と地域参加以外
の七つの領域で各年次とも全国平均を下回っており，このブロックに含まれる地域が全国で最も福祉
水準が低いことがわかる（図表10参照）。なかでも雇用領域の得点が低いが，これはこのブロックの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
地域において経済活動が低調であるために雇用機会が少なく，労働条件も劣悪であることを反映して
いる。他方，地方工業地域のブロックと同様に，このブロックにおいても地域参加の領域の得点が高
く，両ブロックとも伝統的な地域社会の要素が残存していることがわかるが，地方工業地域との決定
的な相違点は工業化の程度にあり，このことこそ両ブロックの福祉水準に格差をもた・らす要因となっ
ているのである。したがって地方縁辺地域のブロックにおいて福祉水準を高めるための優先的な課題
は，これまで多くの論者が指摘してきたように，経済活動水準を高めることにあるといえるであろう。
しかし，地方縁辺地域の中に含まれる全ての地域の福祉水準が低いわけではない。このブロックに含
まれる地域は，その得点のパターンにしたがってさらに次の三つのブループに区分することができる。
第1は青森，岩手，秋田の北東北のグループであり，第2は鳥取，島根の山陰のグループであり，第
3は残りの四国，九州，沖縄のグループである。この三つのグループのうち鳥取と島根のグループは
各福祉領域の得点がグループ内で最も高く，その得点のパターンは前述の地方工業地域のパターンに
類似している。他の二つのグループの得点パターンはほぼ類似しているが，住宅の領域に関しては著
しい相違がみられる。すなわち，住宅のスペースに関する項目において北東北の各県が高い充足度を
示しているのに対して，四国，九州，沖縄の各県の充足度は低いのである。人口密度が低く，経済的
な機会の少ない地域では一般的に地価が安く，このため敷地や床面積を広く取れるはずである。それ
にもかかわらず四国や九州での住宅のスペースが充分でないことの背景には，本稿の考察の範囲を越
えるような，なんらかの地域的な要因が存在するのであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－23一
明治大学　社会科学研究所紀要
以上が福祉領域得点の計測結果を地域類型別に検討することによってえられた所見であるが，全体
としてみると，いずれの地域類型においても昭和45年…60年の各時点の得点のパターンに大きな変化
がみられなかったことが明らかである。このことは最近15年間において，福祉に関連する生活状態あ
るいは生活条件に関して，地域間格差の構造に大きな変化がなかったことを意味していると考えるこ
とができる。この点に関してはさらに次節において考察することにするが，本節を結ぶにあたって，
地域類型ごとに個別指標の中で他地域に比べ充足度の高い項目と低い項目を一覧表にして掲げておく
（図表11参照）。これによって地域の優先的課題とすべき要因の理解が容易になるであろう。
図表11地域構造と福祉指標（昭和50年～60年）
福祉度の高い指標項目 福祉度の低い指標項目
ブロック1
（巨大都市
地域）
ブロック2
（大都市圏
地域）
??????）??（?
?????）??（?
プロツク5
（地方工業
地域）
ブロック6
（縁辺地域
東日本）
??? ）?????（?
標準化死亡率，乳児死亡率，医師数，看護婦数，
水洗トイレ，下水道普及率，飲食店数，大型小
売店数，労働災害度数率，交通事故死傷者数，
凶悪犯罪発生率，不慮の事故による死亡，個人
預貯金，精神病有病率，労働時間，賃金，県外
就職率，進学率，大学数，教育関係費
標準化死亡率，乳児死亡率，水洗トイレ，交通
事故死傷者数，個人預貯金，消費支出，生活保
護世帯数，精神病有病率，賃金，教育関係費
医師数，飲食店数，大型小売店数，消費支出，
県外就職率，大学数，長期怠学
有病率，生活保護世帯数，失業率，有効求人倍
率，図書館数，老人家庭奉仕員数，公民館数
遠距離通勤者割合，持家比率，小売店数，刑法
犯発生率，刑法犯検挙率，火災出火件数，少年
犯罪発生率，労働災害，長期怠学，公民館数
住宅敷地面積，延べ床面積，一人当り畳数，遠
距離通勤者割合，大型小売店数，公害苦情処理
件数，刑法犯発生率，交通事故死傷者数，負債
残高，物価水準，少年犯罪発生率，失業率，老
人家庭奉仕員数
遠距離通勤者割合，持家比率，小売店数，物価
水準，長期怠学，消防分団数，老人家庭奉仕員
数，投票率
住宅敷地面積，延べ床面積，一人当り畳数，遠
距離通勤者割合，小売店数，公園面積，公害苦
情処理件数，スポーツ施設数，刑法犯発生率，
刑法犯検挙率，火災出火件数，物価水準，離婚
率，少年犯罪発生率，消防分団数，老人家庭奉
仕員数，成人学級受講者数，公民館数，投票率
看護婦数，住宅敷地面積，延べ床面積，遠距離
通勤者割合，持家比率，小売店数，公園面積，
スポーツ施設数，刑法犯発生率，刑法犯検挙率，
負債残高，物価水準，長期怠学，図書館数，消
防分団数，老人家庭奉仕員数，成人学級受講者
数，公民館数，投票率
消防分団数，成人学級受講者数，投票率
　　　　　　　　　　　　　　　　、
下水道普及率，公害苦情処理件数，火災出火件
数　　　JT
医師数，水洗トイレ，下水道普及率，大型小売
店数，不慮の事故による死亡，精神病有病率，
労働時間，大学数
標準化死亡率，乳児死亡率，医師数，水洗トイ
レ，下水道普及率，小売店数，個人預貯金，精
神病有病率，労働時間，賃金，有効求人倍率，
県外就職率，進学率，大学数教育関係費
延べ床面積，一人当り畳数，水洗トイレ，下水
道普及率，大型小売店数，刑法犯発生率，個人
預貯金，消費支出，生活保護世帯数，精神病有
病率，失業率，賃金，有効求人倍率，県外就職
率，大学数
注）　ブロック1：東京，大阪。　ブロック2：埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫。　ブロック3：北海
　道，宮城，広島，香川，福岡。　ブロック4：茨城，栃木，群馬，静岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，
　山口。　ブロック5：山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，愛媛，大分。ブロック6：
　青森，岩手，秋田。　ブロック7：鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，長崎，熊本，宮崎，鹿児島，沖縄。
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IV　福祉水準の地域間格差とその要因
　本節の第1の課題は福祉指数を算出し，これによって総合的な福祉水準の地域間格差を明らかにす
ることにある。第2の課題は福祉水準を規定する要因について考察することにある。
　第1の課題である福祉水準の地域間格差を計測するための福祉指数は，前節に掲げた図表4～図表
7の福祉領域別得点から，前節に示した（6）式を用いて算出した。この方法はリュー（B．c．　Liu），ス
ミス（D．M，　Smith）等が用いているものである（31）。前節において指摘したように，マイナス指標
（その指標の数値が小さいほど福祉度が高いもの）については，標準得点を算出した段階で符号を逆
転させてあるので，福祉領域の得点の場合と同様に，福祉指数の数値もそれが大きいほど福祉度が高
いと解釈することができる。また，算出された福祉指数は特定の時点における福祉水準の地域間格差
を表わすものであって，あくまでも相対的なものにすぎない。
　図表12には昭和45年と昭和50年の二っの時点にっいての福祉指数の計測結果を掲げた。まず昭和45
年の計測結果から検討していくことにする（沖縄を除く）。この時点において福祉水準の最も高いの
は福祉指数が115．5の鳥取であり，次いで115．0の長野，114．9の石川，さらに奈良，宮城，福井がこ
れに続いている。他方，福祉水準が最も低いのは指数値が78．2の宮崎であり，高知，福岡，佐賀がこ
れに続いている。地域別にみていくと，北海道，北東北，四国，九州が全国平均よりも低い数値を示
している。これらの地域はいずれも東京や大阪から遠隔の地にあり，その大部分はll節において地方
縁辺地域として類型化したブロックに含まれている。しかし，福祉水準の低い地域は必ずしも大都市
から遠隔の地域に限られているわけではなく，東京，大阪の周辺にも存在する。すなわち茨城，栃
木，埼玉，滋賀，大阪，和歌山の各府県の福祉指数は全国平均を下回っているのであり，特に大阪は
88．・5と低い水準にある。これに対して福祉水準の高い地域は中部地方と中国地方に集中している。
　次に昭和50年の計測結果にっいて検討する。昭和45年の時点では福祉指数のレンジは37．3であった
のに対して，昭和50年データから算出した福祉指数のレンジは45．9へと増大し，高度成長期から「安
定成長期」へと移行する過程で福祉水準の地域間格差が拡大したことを窺わせる。昭和45年の計測結
果と比較すると，地域的には関東および近畿の都府県の得点の減少が注目される。まず関東において
は東京と群馬がそれぞれ102．5，100．8と全国平均を若干上回った外は，茨城，栃木，千葉，埼玉，神
奈川の各県とも指数値が100未満となった。また近畿においては滋賀と大阪だけが昭和45年よりも指
数値を高めたが，これ以外の各府県は指数値を低下させ，京都と兵庫は全国平均を下回るにいたった。
さらに愛知と静岡も5年前の水準から5～6ポイント指数値を減少させた。他方，北海道，四国，九
州などの地方縁辺地域では全般的に福祉水準が低く，中部地方ならびに中国地方で福祉水準が高いと
いう地域間格差の構造には変化がみられなかった。したがって昭和50年データの計測結果からは，大
都市圏における福祉水準の相対的な低下を指摘することができる。
　図表13には昭和55年と昭和60年の福祉指数の計測結果を掲げたが，このうち昭和55年の計測結果か
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　凡　例
■120以上
■110・－120
翻100～110
圏90～100
國80～90
口80未満
図表L2福祉指数の計測結果（昭和45年・昭和50年）
85．1
85．8
lg1・6．・
欝・
昭和45年（全国平均＝100）
翼116…；’i∴．93．6！
昭和50年（全国平均；100） 〆76．、
（資料）　図表4，図表5から算出
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　　凡　例
■120以上
　　　　　110～120
匿翻100～110
　　　　　　90～100
圏80－・90
口80未満
図表13福祉指数の計測結果（昭和55年・昭和60年）
昭和55年（全国平均＝＝100） ・｛％5
x
呪90．7・．ミ
昭和60年（全国平均；100）
轟
、寸亘2．4
㌶5
（資料） 図表6，図表7から算出
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らみていくと，福祉指数のレンジが45．7であることに端的に示されているように，福祉水準の地域間
格差の構造は昭和50年の構造とほぼ同じであるといえる。福祉水準の最も高いのは指数値が！22・　Sの
長野であり，次いで石川，山梨の順となっている。他方，福祉水準が最も低いのは高知であり，これ
に宮崎，鹿児島が続いている。そうしたなかで沖縄が5年前の水準よりも10ポイント以上指数値を上
昇させ，これに対して宮城，奈良，島根などが指数値を低下させたことが注目される。
　昭和60年の計測結果においても福祉水準の地域間格差の構造が昭和50年および昭和55年の計測結果
とほとんど変わらないことが確認できるが，そのなかで次のような変化を指摘できる。第1に，東京
の指数値が93．0となり，15年間で初めて全国平均を下回ったことである。これは教育領域の得点の大
幅な下落に起因しており，具体的には長期怠学老が急増したことによるものである。隣接県の神奈川
でも昭和55年に比べ指数値の低下がみられた。神奈川の場合には健康，居住環境，安全，雇用，教育
の各福祉領域での得点が減少したことによる。第2に近畿の各地域において再び指数値の低下がみら
れたことである。特に三重は90．7と初めて全国平均を下回った。他方，指数値を上昇させた地域の中
では四国の二県，すなわち香川，徳島の二県が全国平均を上回ったことが特記される。
　福祉指数の計測結果に対する以上のような考察から次のことを指摘できる。第1に，昭和45年から
昭和60年までの最近15年間において，福祉水準の地域間格差の構造に大きな変化がみられなかったこ
とである。すなわち，福祉水準の高い地域は本州に偏在し，特に中部地方と中国地方に集中してい
る。福祉水準の高いこれらの地域の多くは地方工業県の範疇に入る。他方，福祉水準の低い地域は北
海道，青森，四国，九州，沖縄などの地方縁地辺域と大都市周辺地域である。第2に，昭和45年から
昭和50年の間に大都市とその周辺地域で福祉水準の相対的な低下がみられたことである。このことは
第1次オイルショックを契機とする経済構造の変化が，他地域に比べ大都市圏の生活状態に対してマ
　　　　、　」「
イナスの方向に大きく作用したことを示唆している。
　本節の第2の課題は福祉水準の地域間格差を規定する要因について考察することである。このため
に第1段階として福祉指数と福祉領域別得点との相関係数を計算し，さらに福祉領域別得点間の相関
行列を算出する。第2段階では福祉指数と地域経済構造の指標を対象として重回帰分析を行い，福祉
水準と経済構造との関係について検討を行う。
　図表14には昭和45年～昭和60年の四っの時点についての福祉指数と福祉領域得点，ならびに福祉領
域得点間の相関係数を掲げたが，いずれの時点においても家計と住宅の領域と福祉指数との相関が高
く，雇用がこれに続いている。他方，健康，居住環境，安全，地域参加の各領域とも福祉指数との相
関は全体的に低い。それでは福祉領域得点間の共分散構造はどのようになっているのであろうか。仮
に，福祉指数との相関が比較的高い上記の三っの領域が他の領域に対しても高い相関をもつとすれ
ば，福祉水準を規定する主要な要因がこれら三っの領域であると考えてよいことになるはずである。
　このことを検証するために同図表の福祉領域得点間の相関行列を考察することにする。同図表の相
関行列のなかでその絶対値がO．・5以上のものを取り上げると，昭和45年の時点では正の相関を示すもの
のうち，家計と雇用の間の相関がr＝0．6737，家庭生活と雇用がr＝0．6244，家計と家庭生活がr＝0，5186
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図表14　福祉領域間の相関関係
　く昭和45年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．2471
　1．0000
居住環境
一〇．0174
　 ，1940
　1．0000
安　，全
一〇．　0296
　 ．2904
－O．　0557
　1．0000
家　　計
　O．　5168
－0．0947
－0．2339
－O．0109
　1．0000
家庭生活
　0．1473
　0．1502
－0．5671
　0．0018
　 ．5186
　1．0000
雇　　用
　0．4420
　0．1034
－0．1878
－O。1122
　0．6737
　 ．6244
　1．0000
教　，育
　O．　3668
　0．2311
　0．4066
－0．0191
　0．2170
一〇．1731
　 ．1425
　1．0000
地域参加
一〇．3522
　0．4943
　0．2086
　0．2149
－O．2752
－0，3751
－O．4596
　 ，1906
　1，0000
福祉指数
　0。4836
　0．　5492
　0．1075
　0．3101
　0．　4147
　0．6258
　0．6212
　0．5597
　 ．1588
　1．0000
〈昭和50年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
籔　　育
地城参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1640
　1．0000
居住環境
　0．1139
　 ．1980
　1．0000
安　　全
　O．　0027
㌧ ．4562
　 ．1174
　1．0000
家　計
　0．2277
　0．4062
－O．0099
　 ．2451
　1．0000
家庭生活
　0．1679
　0．2750
－O．4355
　0．2125
　 ．4205
　1．0000
雇　　用
　0。3656
　 。0060
－0．1841
－O．0457
　0．2637
　 ．6196
　1．0000
教　　育
　O．　2927
　 ．0847
　0．2402
－0．1623
　0．2488
－0．1292
　 ．2771
　1．∞00
地域参加
一〇．　2060
　0，6185
　0，1778
　0．3070
　0．2317
－0．1567
－O．4424
－0．0197
　1．　0000
福祉指数
　0．4197
　0．6752
　0．2012
　 ．4805
　0．7158
　0．4994
　0．4517
　0．　3837
　 ．3869
　1，　OOOO
〈昭和55年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1877
　1．0000
居住環境
一〇、0196
　 ．3266
　1．0000
安　　全
　0．1722
　0．3517
－ ．0037
　1．0000
家　　計
　0．1945
　0．3172
－0．1637
家庭生活
　0．1394
　0．0879
－0，3773
雇．　用
　0，3446
－O．0521
－0。1452
．0140、　0．2548、　0，0353
　　　”0．4311　　　　　0．42761．0000
　　　　1．0000　　　　 ．4949
　　　　　　　　1．0000
教　　育
　0．1364
－O．0085
　0．1945
－0．0343
　0．2092
　0．0230
　 ．2033
　1．　0000
地域参加
一〇．3330
　0．6916
　0．2298
　0．0922
　0．1624
－ ．1190
－0．4313
－ ．1290
　1．0000
福祉指数
　0．3203
　0．6727
　0，2216
　0．4359
　0．6674
　 ．　4822
　0．4554
　 ．3500
　 ．3772
　1．0000
〈昭和60年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1564
　1．0000
居住環境
一〇．0024
　 ．2683
　1．0000
安　　全
一〇．0322
　0．　3685
　 ，1041
　1．0000
家　　計
一〇．1428
　0．3522
－0．2708
－ ．1212
　1．0000
家庭生活
一〇．0056
　0．1419
－0．3738
　0．2137
　 ．　4137
　1．0000
雇　　用
　0．0309
　0．1548
－0．1869
－0．0821
　0。5798
　 ．6900
　1．0000
教　　育
　0．1355
　0．1004
　0．1524
－0．0428
　0．1285
　 ．1478
　 ．0419
　1．0000
地域参加
一〇．0894
　0．6216
　0．1795
　0．0388
　0．2768
－0．2875
－0．2367
－ ．0013
　1．0000
福祉指数
　0．1737
　0．7269
　0．1845
　0．3248
　0．5923
　0．5165
　0．5368
　0．3776
　 ．4000
　1．0000
（資料）　図表4～図表7から算出
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となっており，居住環境と家庭生活の問にはr＝－0．5671の相関がみられた。昭和50年においてはrの
絶対値が0．5以上となったのは，雇用と家庭生活の問のr＝0．6196，住宅と地域参加の間のr＝0．6185
の二つである。昭和55年では住宅と地域参加の問のr＝O．6916がえられただけである。昭和60年の
相関行列においては住宅と地域参加以外に，家計と雇用，雇用と家庭生活の問でも0．5以上の相関が
示されている。
　多変数の共分散構造を分析する統計手法として主成分分析（principal　component　analysiS），因子分
析（factor　analysis）などがあるが，そのような手法を用いるまでもなく，上記の相関行列の検討から
次のことが明らかである。第1に，福祉領域間の相関はいずれの時点においても全般的に低いことで
ある。このことは福祉の規定要因が多様でしかも要因問の関連性が低いため，生活の特定の領域だけ
を取り上げるだけでは福祉の構造を把握できないことを意味しているといえよう。第2に，総合的な
福祉水準との相関が比較的高い家計，雇用，住宅の三つの領域のうち，家計と雇用との間にある程度
の相関があり，またこれら二っの領域と家庭生活との間にも0．4～0．7の相関があることである。家計
と雇用の各々の領域を構成する個別指標を見れば明らかなように，これらの領域の指標の動向を規定
するのは地域の経済活動水準である。したがって福祉水準と地域経済指標との関係を明らかにするこ
とが課題となる。
　そこで，次に福祉指数を従属変数とし，地域経済構造に関する9系列の経済指標を独立変数として重
回帰分析を行った。経済指標として選択したのは，地域経済基盤のクラスター分析に用いた12系列の指
標のうち，x、：第1次産業就業者比率，　x2：第2次産業就業者比率，　x3：第3次産業就業者比率，　x4：就業
者一人当り農業粗生産額，x・：従業者一人当り製造品出荷額，　x6：商業従業者一人当り年間販売額，　x・：
一人当り県民分配所得，の7系列と，地域の財政構造の指標としての2系列，すなわち，x・：住民一人
当り地方財政歳出額，Xg：財政力指数，の計9系列である（X・，　X2，　X3，　Xgの単位は％，　X4，　X・，　X6，　X7，　X・の
単位は万円）。これらの指標を対象としてステップワイズ法（stepwise　method，逐次法）で昭和45年，
50年，55年，60年の各時点について回帰式を計算したが，ステップワイズ法では各変数にっいての検定
を行い，回帰係数がゼロという仮説が棄却されない変数は落とされる（32）。その結果，以下に示すよう
に，各年次の回帰式に取り込まれたのは2変数ずっとなった。尚，1は福祉指数，R2は決定係数を表
わし，Xの添字は上記の変数の番号に対応する。また各変数の回帰係数のt値を括弧内に示した。
L　昭和45年の回帰式
　　145＝89，8345十〇．6290x2－O．0182x5
　　　　　　　　（3．016）　　　　（2．034）
　　R2＝O．1780
2．昭和50年の回帰式
　　150＝137．5219－0．9667x3十〇，0058x，
　　　　　　　　（5．351）　　　（2．034）
　　R2＝0．2085
3．　昭和55年の回帰式
　　155＝22．9381十1．4410x2十〇．0670x，
　　　　　　　　（5．351）　　　（3．539）
　　R2＝＝O．3968
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4．昭和60年の回帰式
　　160＝36．4987十1．3424x2十〇．　OO7x8
　　　　　　　　（6，253）　　（3．826）
　　R2＝O．4811
　各年次の回帰式の決定係数から明らかなように，回帰式の説明力は全体的に低く，昭和45年と50年
の両年次については説明力がほとんどないといえる。したがって，総合的な福祉水準を特定の経済指
標で説明することは困難であると結論しても差し支えないであろう。しかしそうしたなかで，昭和55
年，60年の二っの回帰式から，第2次産業就業人口比率すなわち工業部門の大きさが，近年になるほ
ど福祉水準を規定する要因として重要性を高めていることは注目に値する。こgことは低成長時代に
あっては，工業部門の雇用吸収力ならびに所得創出力が地域経済のみならず人々の生活状態に対して
もその影響力を高め，ひいては福祉水準の地域間格差にもある程度の作用を及ぼしていることを意味
しよう。
V　結　語
　本稿においては，福祉の観点から生活状態の地域間格差の問題を考察するために，はじめに12系列
の人口・経済指標を対象としてクラスター分析を行い，地域経済基盤の相違に基づいて全都道府県を
六つのブロックに分類した。この分析によって抽出した地域類型は，巨大都市地域，大都市圏地域，
地方中核地域，工業拠点地域，地方工業地域，地方縁辺地域の六っである。
　次に，50系列の個別指標からなる福祉指標を作成し，九つの福祉領域（健康，住宅，居住環境，安
全，家計，家庭生活，’雇用，教育，地域参加）ごとに総合得点（福祉領域得点）を算出した。そして
この福祉領域得点を基礎にして，上記の六っのブロックごとに福祉領域得点のブロック平均を求め，
各地域類型においてどのような領域の福祉度が高く，また福祉度が低い領域がどのようなものである
かということについて検討した。分析の対象としたのは昭和45年，50年，55年，60年の四っの時点で
あるが，分析結果から指摘できることは，各ブロックの福祉領域別得点のパターンには時系列的な変
化はみられなかったことである。すなわち福祉に関連した生活の各局面においての地域間格差の構造
には，’最近15年間に大きな変化がなかったことが推察されるのである。各地域類型において，福祉度
の高い要因と低い要因は次のとうりである。まず，東京，大阪の巨大都市地域では健康と雇用の領域
で福祉度が高く，住宅，居住環境，安全，家計，家庭生活，地域参加の領域で福祉度が低いことを指
摘した。埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫からなる大都市圏地域のブロックでも巨大都市地域
とほぼ同じことがいえるが，両者の違いは大都市圏地域のブロックでは家庭生活の領域での福祉度が
高いことであった。北海道，宮城，香川，広島，福岡からなる地方中核地域のブロックにおいては，
ブロック内での格差が大きいために共通の要因を見出すことは困難であった。茨城，栃木，群馬，静
岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，山口からなる工業拠点地域のブロックにおいては家計，家庭
生活，雇用の領域での福祉度が高く，健康，住宅，居住環境，安全，教育，地域参加の領域での充足
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一31一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学　社会科学研究所紀要
度が全国平均を下回っていることを明らかにした。山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長
野，岐阜，愛媛，大分の11県からなる地方工業地域のブロックの整徴1ま，．健庫を除くすべての領域で
福祉度が全国平均を上回り，福祉の充足度が高いことである。しかし個々の要因，特に社会資本や生
活関連サービスなどの整備に課題が残されている。上記め五っのブロックに含まれない地域は地方縁
辺地域として類型化したが，このブPックの特徴は，・地方工業地域のプロッ久とは対照的に，居住環
境と地域参加を除く他の領域での福祉の充足度が低いことであ，った（鳥取，島根を除く）。
　最後に福祉指数を算出し，これによって総合的な福祉水準を計測するとともに；その変動要因にっ
いても若干の考察を行ったが，その結果次のことを指摘した。まず福祉水準の高い地域は本州に偏在
し，特に中部地方と中由地方に集中していることである。これらの地域の大部分は工業拠点地域ない
しは地方工業地域のブロックに含まれている。他方，福祉水準の低い地域は大都市周辺の地域と地方
遠辺地域のブロックに多いことである。時系列的な変化としては，昭和50年の時点において大都市お
よびその周辺地域で福祉水準の相対的な低下が観察された。次に福祉指数と福祉領域得点，ならびに’
福祉領域得点間の相関分析を行うことによって，福祉水準と特定の福祉領域との関連性が少なく，ま
た，福祉領域問の関連性も少ないことが確認された。福祉水準に関しては，さらに福祉指数と9系列
の経済指標を対象として重回帰分析を行い，特定の経済要因との関連性も薄いことを明らかにした。
　以上が本稿の分析を通じてえられた検討結果であるが，本稿での分析結果から明らかなように，、福
祉を構成する要素は多様であり，生活の特定の局面だけを取り上げるだけでは生活状態についての充
分な把握はできない。したがって，従来の研究でしばしばみられたような，・一人当りの所得水準を福
祉水準の代理指標とすることは不適切であることはいうまでもないであろう。しかし本稿にも課題が
残されている』第1に，福祉指標の体系として提示したものはまだ試論の段階を出るものではなく，“
理論的に精緻化すべき余地があることである。第2に；データの制約のために時系列分析の視点が欠
けており，その結果として福祉水準の変動のメカニズムの考察に立入れなかったごとである。
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〔付表〕　福祉指標の単位と使用資料
指 標
?
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?
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健
康
住
宅
????
安
全
家
?
????
雇
?
教
育
????
①標準化死亡率
②乳児死亡率
③一般病院外来患者数
④医師数
⑤看護婦・准看護婦数
⑥敷地面積
⑦延べ床面積（持家）
⑧畳数（持家）
⑨水洗便所のある住宅比
　率
⑩遠距離通勤者比率
⑪持家比率
⑫下水道普及率
⑬小売店数
⑭飲食店数
⑮大型小売店数
⑯都市公園面積
⑫公害苦情処理件数
⑱スポーツ施設数
⑲刑法犯認知件数
⑳凶悪犯認知件数
⑳刑法犯検挙率（対認知
　件数）
⑫交通事故死傷者数
⑳火災出火件数　　‘
⑳不慮の事故による死亡
　　e／e・
出生数千当り
人口10万人当り／目
人口10万人当り
　同　上
?? ??????
??
　　％
人口千人当り
同　上
人口10万人当り
人口1人当り
人ロ10万入当り
人口100万人当り
人口千人当り
人P10万人当り
　　％
人口10万人当り
　同　上
　同　上
????????????? ?? ＝???ー???????????????
⑳離婚率
⑳生活保護世帯数
⑫少年刑法犯検挙人員
⑳自殺数
⑭精神病院外来患者数
⑮完全失業率（男子）
⑳労働災害度数率
????????）???（???
＠上級学校進学率
⑫大学数
⑱長期欠席中学生徒比率
⑭教育関係費割合
⑮図書館数
⑯消防分団数
⑰老人家庭奉仕員数
⑯公民館数
⑲一般学級講座受講者数
⑳国勢選挙投票率
人口千人当り
千世帯当り
14～19歳人口千人当り
人口10万人当り
常勤医師一入当り
　　％
労災死傷者／延べ労働
時間X100
1カ月当り
月　額
求人数／求職者数
　　％
　　％
人口100万人当り
生徒千人当り
　　％
人口100万人当り
厚生省人口問題研究所r都道府県別標準化人口動態率』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　r医療施設調査，病院報告』
　　　　同　　　　r医師・歯科医師・薬剤師調査』
　　　　同　　　　r衛生行政業務報告』
総務庁統計局r住宅統計調査報告』???????????
日本下水道協会『下水道統計』
総務庁統計局『事業所統計調査報告』
　　　同　　　　上
　　　同　　　　上
建設省都市局r都市緑化年報』
東洋経済新報社r地域経済総覧』
文部省体育局『我が国の体育・スポーツ施設』
警察庁刑事局『犯罪統計書』
　　　同　　　　上
　　　同　　　　上
警察庁交通局r交通統計』
消防庁防災課r火災年報』
厚生省大臣官房統計情報部『人口動態統計』
総務庁統計局r家計調査年報』
目本銀行r都道府県別経済統計』
総務庁統計局r家計調査年報』
　　同　　　r全国消費実態調査報告』
　　同　　　　r消費者物価指数年報』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　　　r社会福祉行政業務報告』
警察庁刑事局『犯罪統計書』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　　　r医療施設調査，病院報告』
総務庁統計局r国勢調査報告』
労働大臣官房政策調査部r労働災害動向調査報告』
　　　　伺L　　　　　r賃金基本統計調査報告』
　　　　同　　　　　　　　　　上
労働省職業安定局『労働市場年報』
　　　　同　　　　　　上
文部省大臣官房調査統計課r学校基本調査報告書』
　　　　同　　　　　　　　上
　　　　同　　　　　　　　上
総務庁統計局r家計調査年報』
文部省大臣官房調査統計課r社会教育調査報告書』
人口10万人当り
　同　　上
人口100万人当り
人口千人当り
　　％
E消防庁防災課r火災年報』
厚生省大臣官房統計情報部r社会福祉行政業務報告』
文部省大臣官房調査統計課r社会教育調査報告書』
　　　　同　　　　　　上
自治省行政局r衆議院議員選挙，最高裁判所裁判官国
民審査結果調』
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